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研究要旨 本研究では、医療者が診察場面で患者に対してどのような行動を
とっているのか、またそれに対する患者の反応の具体例を明らかにするため
の観察調査を実施し、レジストリ構築を目指している。これは、現場の実態
を把握した上で、開発した支援プログラム内容の改修や拡充を測ることに資
すると考えられるためである。観察研究の速報データでは、医療機関受診に
ついての動機づけや病識・理解の確認などは実施される場合が多い一方で、
患者の生活の状況（IADL）の把握については意識を向けづらい医療者の実態
が明らかとなった。 

 
 
A．研究目的 
 医療現場において、意思決定支援は重要な
テーマのひとつである。治療の方針や、今後
の人生をどのように過ごすかといった事柄は、
できる限り本人（患者）が意思決定すること
が望ましい。「認知症の人の日常生活・社会生
活における意思決定支援ガイドライン」（厚生
労働省，2018）において、医療サービスを受
ける患者本人の特性に配慮したうえで、支援
を行う必要性を指摘している（2018）。このガ
イドラインでは、認知症の程度にかかわらず、
（患者）本人には意思があり、それぞれが意
思決定能力を有していることを前提としてい
る。さらに、年齢によって認知能力は低下す
ることが明らかであることから、認知症とい
う明らかな診断がない場合であっても、高齢
者に対する意思決定支援には十分な配慮が求
められるといえる。 
このような状況を受け、筆者らは、現状の医

療現場で見られる意思決定困難な高齢患者の
特徴とその支援対応に関して、熟練医師に対
するインタビュー調査を、平成 29年度実施し
た。その結果、認知能力のアセスメントと対
応スキルを整理することで、高齢患者に対す
る支援を構築できることが明らかとなった。
そして、医療者らに意思決定支援に関する知
識や支援のあり方を伝える手法として教育プ
ログラムを平成 30 年度に開発している。この
プログラムを実装するためには、一般的な診
療場面において、どのようなアセスメントが

実施され、意思決定支援や認知症に対する配
慮が見られるのか、また不足している点は何
かといった医療場面の実態をふまえた上で、
導入を検討していくことが喫緊の課題である。
そこで本研究では、意思決定支援に必要であ
る診察行動を具体化し、診察場面を横断的に
観察することによって、医療者の行動とそれ
に対する患者の反応を明らかにすることを目
的とする。 
 
 
B．研究方法 
研究手法 横断的観察調査 
対象 調査協力が得られた医療機関 X を調査
期間中に受診した 70歳以上の高齢がん患者 
手続き 事前に実施したインタビュー調査の
結果を精査し、コアとなるアセスメントスキ
ルと意思決定支援に関わる説明スキルに関す
る行動項目をリスト化した。また、開発した
教育プログラムの内容を見直し、アセスメン
トの前提となる患者情報や家族要因に関して
も観察項目に加えた。これらから構成される
調査票をもとに、看護師を調査員とし、実際
の診察場面を観察した。 
実施時期 2019 年 11 月から 1年間以内 
評価項目 A リスト化された医師・看護師の
診察行動（自身の状態確認・理解に関する質
問＜病状・IDAL＞、治療に関する説明の工夫、
情報量の調整、理解に関する再確認）の実施
有無とその患者反応。B 患者の身体機能（診
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察室内での観察）、C患者家族ならびに第三者
の反応、D 最終的な意思決定の結果について
記録する。 
 
 
（倫理面への配慮） 
心身における症状や生活に関する状況など
の個人情報を扱うため、情報管理について
徹底した。調査票は無記名とし、研究用 ID
によって管理したうえで、データは協力機
関 X から持ち出さないこととし、加工デー
タのみを分析に用いた。また調査対象とな
る患者に向けては WEB 上ならびに院内の掲
示板にて概要をまとめた文書を公開し、希
望者がいれば参加拒否が可能な体制を構築
した。 

 
 
C．研究結果 
１）レジストリ構築の進捗 
開始からおよそ1ヶ月半の間に152件の観察

データが収集された。本報告書では、データ
の集計が完了している「A 医療者の診察行動
の実施有無」「C患者家族ならびに第三者の反
応」のみを抽出して報告する。その他のデー
タに関しては、現在集計中であり、さらに観
察研究は継続している。「C患者家族ならびに
第三者の反応」に関しては、同行者がいた場
合のみのデータであるため、93件が該当した。
表 1 に「A 医療者の診察行動の実施有無」に
ついて、医師と看護師別の集計を示す。 
 

表 1 医療者の行動実施率 

  実施率 

  医師 看護師 

A 医療者の診察行動の実施有無(N=152） 

病状確認に関する質問 92% 43% 

IADL に関する質問 25% 44% 

理解に関する質問 98% 70% 

治療に関する説明 71% 45% 

情報量の調整 70% 36% 

理解に関する再確認 80% 80% 

C 患者家族ならびに第三者の反応(N=93） 

家族からの反応 7% 7% 

家族への言動 34% 42% 
 

 「A 医療者の診察行動の実施有無」につい
ては、医師と看護師の実施率に差がみられ、
全体として看護師の実施率は低い状態であっ
た。各カテゴリについては、＜状態確認に関
する説明＞において、疾患・治療についての
質問はほとんどの医師が実施しているものの、
IDAL に関する質問（日常生活と薬の管理状況
についての 2 点を含む）は 2 割程度の医師の
みが実施していた。＜理解に関する質問＞は
7 割以上（医師：98％,看護師：70%）の医療
者が実施していることが確認された。＜治療
に関する説明＞は医師が実施することが多く、
看護師は半数程度の実施にとどまった。その
内容によって医師の実施率が異なり、病状や
治療についての説明を多くが行われているも
のの、予後や見通しについての説明は全体の
3 割に満たない割合で実施された。＜情報量
の調整＞では、項目による違いはあるものの、
五割以上が実施されており、高齢患者に対し
て理解しやすいような工夫（話し方、表現の
変更）を医師が行なっていることが確認され
た。 
 また、「C患者家族ならびに第三者の反応」
については看護師の実施率が、医師に比べる
と高い結果となった。心配事やサポートの依
頼などは半数近くの看護師が行なっていた。
しかし、他の専門的サービスについての情報
提供を行う医療者は 2割以下であった。 
 
２）実施者の内観 
 協力医療機関 X において観察を担当してい
る看護師 1 名から、実施の進捗と経過に関す
る事項について聞き取りを行った。医療者・
家族・患者の行動や患者の身体アセスメント
など、客観的に記録しやすい部分と、説明の
工夫かどうか（「意図的に」繰り返して説明し
ているか、「無意識的に・くせで」繰り返して
いるのか）といった外見からでは分かりづら
い部分があるとのコメントがあった。また、
予後や治療のメリット・デメリットの伝達な
どの不確実な事柄の説明については、観察調
査という客観的な視点で改めてみると、「医
療者は伝えているつもりでも、伝わっている
かが分かりづらい」といった指摘があった。 
 観察を通した気づきや、データとしてまと
められた事実については、各診療科に合わせ
たフィードバックが必要であるとのコメント
があった。 
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D．考察 
 本研究では、レジストリ構築を目指し、リ
スト化した行動指標を元に、観察研究を実施
した。本報告書では観察調査研究の途中経過
を報告するとともに、調査実施者の内観を聴
取し、レジストリを基盤とした実践的介入に
ついての展望を述べる。 
 まず、観察の結果、医師の診察行動の実態
が明らかとなった。治療や疾患についての情
報提供や理解度の確認が重点的に行われてい
る対応と比べると、今後の見通しについての
説明や、治療方針決定への参加を促すといっ
た長期的な視点が必要な行動は実施率が低い
ことが示された。高齢であったり、認知症を
もっていたりする患者が理解できる情報量が
少ないための調整（配慮）とも考えられるが、
患者自身が今後の人生を検討するのに必要不
可欠な支援についての支援を念頭においた診
察が望まれる。また、看護師は医師に比して、
行動の実施率が低い状態であった。これは診
察が医師対患者、またはその家族といった状
況となりやすい場面性質が反映されていると
考えられる。たとえば入院時や退院支援時で
あれば、また異なった結果が得られる可能性
が考えられる。つぎに、聞き取りの結果、こ
のような診察場面観察では行動の意図性につ
いての検討は難しいことが指摘された。しか
しながら、熟練した医療者らのもつ意思決定
支援ノウハウは、その意図性の有無にかかわ
らず、その他の医療者にも共有される意義は
高く、患者にとってのベストチョイスが可能
となるような関わりのあり方について詳細検
討を行う必要がある。 
 今後、引き続き観察データの収集を進め、
さらに精緻な分析と実態把握を行う。そのう
えで、短期的な視点にたった理解促進（患者
への確認、説明の工夫）についてはこれから
も実施できるよう促進を行なった上で、長期
的な視点での支援（治療の見通し、生活行動
の確認）についてはその必要性と方法を医療
者にむけて周知徹底を図る必要がある。この
手法として、昨年度開発した教育プログラム
のコンテンツへ反映し、意思決定支援ガイド
ライン（2019）にもある通り、認知症であっ
ても患者の意思が尊重される医療が担保でき
るよう、支援者への支援を行なっていく。 
 
 
E．結論 
 医療者は、患者が疾患と向き合う診察場面

において適切な情報提供と理解促進を行わね
ばならない。現時点では短期的な視点をもっ
た支援行動が行われているが、今後はさらに
長期的な視点でもって、治療と生活との連続
性を視野に入れた意思決定支援が求められる。 
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